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2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名    
継続事業 

 
１．日韓中小企業ビジネス促進事業            【共同事業】 

規  模 

ビジネスマッチングサイトを更に充実させ、中小企業の利用拡大を図る。 

日韓両国でビジネスマッチング（商談）を両国企業の希望に応じて随時実施す

る。 

企業支援１００件以上、成約努力目標：１０件以上 

予  算 直接事業費 ６,０００千円 事業管理費１２,６７７千円 合計１８,６７７千円 

事業内容 

日韓でビジネスを希望する両国の企業情報・商品情報をネットで紹介し、韓国との

製品・商品の売買、生産委託、技術提携・事業提携等の関心のある企業に対して、

IT を活用して日常的に支援する。 
日韓ビジネスマッチングサイト（JK-BIC）を活用し、相談コーナー・企業情報登

録コーナーから相談・登録を地域限定せず常時可能とする。 
商談を希望する企業同士の商談のマッチングアレンジを実施する。 
更にビジネス連携の拡大を図る為、ネットワークの充実を進め、各地で開催される

主要な展示会に積極的に参加し、広報活動を通じてセンター事業を拡大展開する。 

実施形態 韓日財団との共同事業 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 日 韓 主 業 務 日 韓 

両国財団協議の上決定 

 

基本的な考え方： 

・サイト経費は相互に負担。 

・商談経費は実施国で負担。 

 （通訳費・会場費） 

○ ○ 

(1) 企業情報調査 
(2) ビジネスパートナー探し 
(3) コミュニケーション支援 
(4) 商談アレンジ 
(5) 通訳手配 
(6) 信用情報提供 
(7) Web サイト運営・管理 

新規登録情報のサイト掲載 
サイト更新、改訂 

(8) ネットワークの充実 
(9) 各地の展示会に参加 

○ ○ 

主 

予 

定 

Ｈ24年 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

10月 

 

11月 

 

12月 

Ｈ25年

１月 

 

２月 

 

 

 

 

 

 

 

  

   

      

 

  

 

 

 

<センター開設 5 年目> 
（Ｈ20.3 日韓中小企業情報交流センター開設） 

常設、随時ビジネスマッチング実施 

報告書作成 
・毎月レポートを作成 ・展示会等でセンターの広報活動推進 
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2012年度(平成２４年度)事業計画書 

事 業 名 
 継続事業 

  ２．先進企業技術交流事業 日本語教育        【共同事業】 

規  模 日本(東京)にて講義。１５名、３３日間 

予  算 直接事業費 ５,３００千円 事業管理費 ７，５７７千円 合計１２，８７７千円 

事業内容 
韓国中堅技術者に対して、日本企業での企業実習・人的交流(別事業)を効果的 

に行うために、日本語コミュニケーション能力を向上させるための教育を行う。 

対  象  韓国企業の中堅技術者 

人  数  １５名  

期  間  ３３日間 

特記事項 

（１） 日本に入国後 30日間の日本語教育を行う。教育終了後、日本の各受入企 

業で 52日間の実習を実施する。 

（２） 参加者費用は、日韓両財団で各 50%を負担する。 

（３） 4.1.(b)「先進企業技術交流事業」(企業実習)とリンクさせる。 

事 業 

プログラム 

（１） クラス編成：レベルチェック結果により編成。 

（２） 教育時間 ：月～土曜日、7時間／日授業とする（計 175時間）。 

（３） 教育内容 ：事前に設定したコースカリキュラムに従った系統的な教育と 

するが、以下の理解を習得するカリキュラムを含む。 

       ①日本語と韓国語の違い 

      ②日韓の生活習慣の違い 

（４） 教育成果の評価 

        ：中間・最終評価テストを実施。 

実施形態 日韓財団で選定した日本語教育機関・研修所における合宿形式による教育 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 日 韓 主 業 務 日 韓 

(1）旅費交通費 

(2）滞在費 

(3）講師費用 

(4) 教材費 

(5) 日財団諸経費 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

(1) 入・出国手続き 

(2）参加者募集・選定・決定 

(3）教育・宿泊施設手配 

(4）日本語教育学校手配 

(5）報告書作成 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

主 

予 

定 

Ｈ24年 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

１０月 

 

１１月 

 

１２月 

 ●

  

7/31 入国 

 

 

    

 

8/1～8/30 日本語教育

 

9/3 ～10/24 企業実習      
 

10/27 帰国 

（15 名､30 日間） （15 名､52 日間） 
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2012年度(平成２４年度)事業計画書 

事 業 名 
 継続事業 

  ３．先進企業技術交流事業 企業実習          【共同事業】 

規  模 日本(各地)にて実習。１５名、５６日間 

予  算 直接事業費 ６,５００千円 事業管理費 ９，９１０千円 合計 １６，４１０千円 

事業内容 
韓国企業の中堅技術者を日本に招聘し、予め設定した技術又は経営上の課題の 

解決を目的とした企業実習を、日本国内企業で実施する。 

対  象  韓国企業の中堅技術者 

人  数  １５名 

期  間  ５６日間 

特記事項 

（１） 8 月 30 日の日本語教育終了後、オリエンテーション(１日間)を行った後、

各受入企業に移動し、52日間の企業実習を行う。 

（２）企業実習対象分野は、機械、電気、化学、食品、情報、映像などとする。 

（３）参加者費用は、日韓両財団が各 50％負担する。 

 （４）4.1.(a)「先進企業技術交流事業」(日本語教育)とリンクさせて実施する。 

事 業 

プログラム 

（１）実習計画：受入企業にて、派遣企業及び受入企業双方にメリットが出る実 

習テーマと達成方法を計画。 

 （２）企業実習：実務と業務関連施設や展示会等の視察及び人的交流を含む企業 

実習。  

（３）実習ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ：10 月上旬に中間発表を、また 10月 26日に最終報告会 

を行い、実施状況・成果の確認を行う。 

実施形態 
日韓財団より受入企業に対して実習事業・内容を事前説明したうえで、期待実 
習成果を得られるように受入企業が作成した実習計画書に基づき実施 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 日 韓 主 業 務 日 韓 

(1) 旅費交通費 

(2) 滞在費 

(3) 実習費用 

(4) 企業経費 

(5) 日財団諸経費 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

(1) 実習全般計画 

(2) 参加者募集・選定・決定 

(3) 受入企業対応 

(4) 報告書作成 

(5) 入・出国手配 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

主 

予 

定 

Ｈ24年 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

１０月 

 

１１月 

 

１２月 

       

8/１～8/30 日本語教育 9/2 移動、9/3 ～10/24 企業実習      

●7/31 入国 

10/27 帰国 
（15 名､30 日間） （15 名､52 日間） 



4 

 

 

 

2012年度(平成２４年度)事業計画書 

事 業 名 
継続事業 

４．日韓経済連携関連事業 

規  模 日本、東京にて開催。２００名、半日 

予  算 直接事業費 １，５００千円 事業管理費 ５，６６７千円 合計７，１６７千円   

事業内容 
日韓両国の経済連携の方向性や方法を探るために、産・官・学の有識者による 

シンポジウムを開催する。 

対  象  日韓両国の政府・関連機関・企業関係者 

人  数  ２００名 

期  間  半日 

特記事項 

（１）過去４回の日韓経済シンポジウムを開催(「」内は基調テーマ)。 

・第１回 2007.10. 9 「日韓の更なる緊密化に向けて」 

・第 2回 2008.10.22 「未来志向の日韓経済交流に向けて」 

・第 3回 2009.10.19 「日韓産業・地域間経済交流の更なる活性化に向けて」 

・第４回  2010. 9.15 「日韓間の経済連携及び地球環境協力の更なる進化に向け

て」 

（２）シンポジウムは日韓経済交流・連携の促進を基調テーマとし、その時々の 

情勢に応じた個別テーマを選定し、２部構成で実施する。 

事 業 

プログラム 

・シンポジウムの開催 

  ① 開催時期：２０１２年１１月予定 、１３：００～１７：３０ 

② 開催場所：東京 

③ 実施内容：㋑基調講演 

㋺日韓両国の有識者各２名、計４名による講演 

㋩パネルディスカッション 

実施形態 (社)日韓経済協会と共催 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 財団 協会 主 業 務 財団 協会 

(1) 旅費交通費 

(2) 会場費 

(3) 講師謝礼 

(4) 通訳費 

(5) 財団諸経費 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 
○ 

○ 

○ 

 ○   

(1) 会場・設備機器準備 

(2) 講師・テーマ選定 

(3) 参加者募集 

(4) 通訳手配 

(5) 報告書作成 

○ 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

主 

予 

定 

Ｈ24年 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月～１０月 

 

１１月 

 

１２月～Ｈ25年３月 

      

■ 

 

講師打合せ・参加者募

集 

テーマ決定 日韓経済シンポジウム

（11月予定） 講師選定 



5 

 

 

2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名    
 その他事業 

 
１．日韓逆見本市                    【共同事業】 

規  模 韓国にて１１月開催。逆見本市 ２日間、企業視察 1日、日本企業６０社 

予  算 直接事業費６５,０００千円 事業管理費５,１１５千円 合計７０,１１５千円 

事業内容 

経済産業省および知識経済部主催行事として開催し、両財団が主管として事業

運営の主体となって、両国関係諸機関の協力を得て開催する。 

 

日韓両国の企業交流活発化のため、日本メーカーの部品素材調達を中心とした

展示・商談会（逆見本市）を実施する。これにより、両国の部品素材分野の技

術力・競争力の強化・連携を図る重要なビジネスの機会を提供する。 

 

商談会参加企業は、自動車、電気、電子、機械など製造業に重点を置き、両国

関係諸機関の協力を得て募集・選定する。 

実施形態 韓日財団との共同事業 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 日 韓 主 業 務 日 韓 

両国財団協議の上決定 

 

基本的な考え方： 

企業募集費用は派遣国負担、

商談会場運営費は両国にて負

担する。 

○ ○ 

(1) 訪韓日本企業の募集・決定 

(2) 韓国企業募集、商談計画表作成 

(3) 商談会場当日の商談進行運営 

(4) 韓国企業視察の運営・進行 

(5) アンケート集計、報告書作成 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

△ 

○ 

○ 

○ 

○ 

主 

予 

定 

Ｈ24年 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

１０月 

 

１１月 

 

１２月 

 

 

  
 

 

  

 

 

 

韓国企業募集・マッチング調整 

ｱﾝｹｰﾄ集計・報告書作成 

日韓逆見本市実施 
■ 

訪韓日本企業募集 

企画･運営体制の決定･具体化 
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2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名    
 その他事業 

 
２．日韓産業技術フェア商談会             【共同事業】 

規  模 韓国にて９月開催。商談会 １日、日本企業２０社 

予  算 直接事業費７,５００千円 事業管理費３,５２８千円 合計１１,０２８千円 

事業内容 

日韓両国の中小企業補完関係強化の一環として、両国企業の関心の高いニーズに

対して、商談会を実施する。両国の部品素材分野の技術力・競争力の強化・連携

を図る重要なビジネスの機会を提供する。 

 

商談会参加企業の業種は電気・電子、機械、自動車部品、金属・非金属、環境関

連等の製造業に重点を置く。 

 

併行して産業技術フェアの中で環境・省エネルギー関連セミナー(２.１事業)を

実施する。 

実施形態 韓日財団との共同事業 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 日 韓 主 業 務 日 韓 

両国財団協議の上決定 

  

基本的な考え方： 

企業募集費用は派遣国負担、 

商談会場運営費は両国で 

折半とする。 

○ ○ 

(1) 訪韓日本企業の募集・決定 

(2) 韓国企業募集、商談計画表作成 

(3) 商談会場当日の商談進行運営 

(4) 商談フォローアップ調査、 

報告書 

○ 

○ 

○ 

○ 

△ 

○ 

○ 

○ 

主 

予 

定 

Ｈ24年 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

１０月 

 

１１月 

 

１２月 

Ｈ25年 

１月 

 

２月 

 

 

 
 

 

 

  

 

 

 

訪韓日本企業

募集 
韓国企業募集 
（韓日財団） 

5 ヶ月後ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

・報告書作成 

日韓産業技術フェア商談会 
（９月、ソウル） 

■ 

1 ヶ月後 

ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 
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2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名    
 その他事業 

 
３．日韓産業技術フォーラム商談会             【共同事業】 

規  模 日本にて６月開催。商談会１日、韓国企業２０社 

予  算 直接事業費７,０００千円 事業管理費２,７２６千円 合計９，７２６千円 

事業内容 

日韓両国の中小企業補完関係強化の一環として、両国企業の関心の高いニーズに

対して、商談会を実施する。両国の部品素材分野の技術力・競争力の強化・連携

を図る重要なビジネスの機会を提供する。 

 

商談会参加企業の業種は電気・電子、機械、金属・非金属、環境関連等の製造業

に重点を置く。 

 

商談会前日に日韓産業技術フォーラム企業交流事業(工場視察、シンポジウム、

企業交流会)(その他事業５．)を実施する。 

実施形態 韓日財団との共同事業 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 日 韓 主 業 務 日 韓 

両国財団協議の上決定 

 

基本的な考え方： 

企業募集費用は派遣国負担、 

商談会場運営費は両国で 

折半とする。 

○ ○ 

(1) 訪日韓国企業の募集・決定 

(2) 日本企業募集、 

商談計画表の作成 

(3) 商談会場当日の商談進行運営 

(4) 商談フォローアップ、 

報告書作成 

△ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

主 

予 

定 

Ｈ24年 

４月 

 

５月 

 

６月 

 

７月 

 

８月 

 

９月 

 

１０月 

 

１１月 

 

１２月 

 

 

 
   

  

 

 

日本企業 
募集 

訪日企業 
募集 

（韓日財団） 

5 ヶ月後ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

・報告書作成 

■ 

1 ヶ月後ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ 

日韓産業技術フォーラム商談会 

(6 月、東京) 
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2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名 
 その他事業 

４．部品素材工団投資訪韓ミッション 

規  模 韓国へ１０月訪韓。１５名、２泊３日 

予  算 直接事業費５,０００千円 事業管理費 ２,０８７千円 合計７,０８７千円 

事業内容 

日本企業の対韓投資を促進するため、中小企業経営者を韓国へ派遣して投資環境 

説明会及び専用工業団地の視察・現地説明会を行い、併せて韓国企業との交流を 

図る。 

対  象 日本中堅・中小企業の経営幹部・投資担当者 

人  数 １５名（１５社） 

期  間 ３日 

実施回数 年１回 

特記事項 
韓国が日本企業の投資誘致を進める専用工団から２～３ヶ所選定 

(西部地域予定) 

プログラム ２～３地域で順次、投資環境説明会、現地説明会、現地視察を実施する 

その他 韓日財団の協力のもとに行う 

実施形態 実施機関を選定して委託する 

費
用
・
業
務
分
担 

      費  用     （千円） 主 業 務 日 韓 

経費  ７,０８７千円 

(1) 企画 

 (2) 委託先選定・依頼 

(3) 参加者募集・広報 

(4) 資料作成翻訳・印刷 

(5) 派遣団設営・運営 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

  

主 

予 

定 

Ｈ24年 

４月 
 

５月 
 

６月 
 

７月 
 

８月 
 

９月 
 

１０月 
１１月 
～１２月 

Ｈ25年 
１月 

 

  

  

 
 

  

訪韓ミッション 
 

 
広報・募集 委託先選定・依頼 

報告書作成 
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2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名 
 その他事業 

５．日韓産業技術フォーラム企業交流事業 

規  模 日本、東京近郊にて６月開催。２０名 

予  算 直接事業費 １,０００千円 事業管理費 １,８７８千円 合計 ２,８７８千円 

事業内容 
日本で開催される商談会に合わせて経営セミナー、工場見学等を実施 

するもので、日韓産業技術フォーラムの一環として行う。  

対  象 韓国中堅・中小企業の経営幹部 

人  数 ２０名 

期  間 １日 

実施回数 年１回 

特記事項 商談会開催前日に実施 

プログラム 工場見学、経営セミナー等を実施する 

その他 場所：京浜地域（予定）、翌日商談会開催 

実施形態 実施機関を選定して委託する 

費
用
・
業
務
分
担 

 費  用 主 業 務 日 韓 

開催経費は日本側負担 

(1) 企画 

(2) 見学先・講師選定・依頼 

(3) 参加者募集・広報 

(4) 資料作成翻訳・印刷 

(5) セミナー設営・運営 

(6) アンケート集計・報告書 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

 

主 

予 

定 

Ｈ24年 
４月 

 
５月 

 
６月 

 
７月 

 
８月 

 
９月 

 
１０月 

   

    

 

見学先選定・依頼 

広報・募集 実施 
（６月、東京） 

■ 

アンケート集計・報告書作成 
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2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名 
 その他事業 

６．環境・省エネルギー関連セミナー            【共同事業】 

規  模 韓国にて９月開催。１５０名 

予  算 直接事業費５,７００千円 事業管理費８７５千円 合計６,５７５千円 

事業内容 

韓国で開催される日韓産業技術フェアのプログラムのひとつとして実施する。 

日本の優れた環境・省エネルギー関連の技術・経営を紹介し、韓国企業へ啓蒙

を図る。 

対  象 韓国中堅・中小企業の経営者・経営幹部 

人  数 １５０名 

期  間 １日 

実施回数 年１回 

特記事項 日韓中小企業商談会と同時開催。 

セミナー 

プログラム 
環境・省エネルギーに関して評価されている日本の経営者を講師として招聘 

その他 本事業に関わる経費は韓国側と原則折半負担 

実施形態 産業技術フェアで中小企業商談会と同時開催。セミナー講演からなる。 

費
用
・
業
務
分
担 

      費  用  主 業 務 日 韓 

現地で発生するセミナー運営経費は両

財団にて原則折半負担。 

日本側講師に関わる費用は日本側にて

負担。 

(1) 企画 

 (2) 講師選定・依頼 

(3) 参加者募集・広報 

(4) 資料作成翻訳・印刷 

(5) セミナー設営・運営 

(6) アンケート集計・報告書 

○ 

○ 

 

○ 

△ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

主 

予 

定 

Ｈ24年 
５月 

 
６月 

 
７月 

 
８月 

 
９月 

 
１０月 

 
１１月 

 
１２月 

     
 
 
 
 

   

 

セミナー開催 
（９月、ソウル） 
（商談会と同時開催） 

広報・募集 

講師選定・依頼 
■ 

報告書作成 
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2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名 
その他事業 

７．環境・省エネルギー技術者交流事業  【共同事業】 

規  模 日本、北九州にて開催。１０名、５日 

予  算 直接事業費３，５００千円 事業管理費 １,４５９千円 合計４,９５９千円 

事業内容 
韓国中堅・中小企業の経営者を対象として、日本の優れた環境・省エネルギー 

関連技術に関するビジネス活動について習得する。 

対  象 韓国中堅・中小企業の専門技術者、経営者 

人  数 １０名 

期  間 ３日 

実施回数 年 1回 

特記事項 経営セミナー及びエコ関連展示会視察と企業訪問 

セミナー 

プログラム 

講義（①日本企業の省エネ・環境経営の取組 ②トヨタ生産方式 ③中小企業 

の省エネ活動の実際）、エコテクノ視察、エコタウン見学と事例研究として 

事業場２，３ヶ所を見学し取組を習得する。 

その他 本事業に関わる経費は韓国側と負担 

実施形態 
日本の環境・省エネ先進地区である北九州市で行い、実施機関として KITA 
に委託する。 

費
用
・
業
務
分
担 

      費  用     （千円） 主 業 務 日 韓 

日本側負担経費  ４,９５９千円 

(1) 企画 

 (2) 講師選定・依頼 

(3) 参加者募集・広報 

(4) 資料作成翻訳・印刷 

(5) セミナー設営・運営 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

主 

予 

定 

Ｈ24年 
５月 

 
６月 

 
７月 

 
８月 

 
９月 

 
１０月 

 
１１月 

      
 
 
 
  ■ 

 

 

広報・募集 

講師選定・依頼 

 

セミナー・企業視察

（北九州） 
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2012年度(平成２４年度)事業計画書 

事 業 名 
その他事業   
８．九州・韓国産業交流事業                     

規  模 
１．第１９回九州・韓国経済交流会議 1日、２００名 

２．九韓ビジネス連携推進事業(IT、バイオ)各２日、各３０名 

予  算 直接事業費 ４，０００千円 事業管理費 ８５８千円 合計 ４，８５８千円 

事業内容 

九州・韓国両地域間の貿易、投資及び産業技術分野における相互協力と地域間 

交流を支援し、両国地域の経済連携や技術開発を促進することを目的として実施 

する以下内容の事業を支援する。 
 １．「第１９回九州・韓国経済交流会議」 

   ①両国政府・自治体・団体・企業関係者が参加 

②２０１２年１１月７日～９日、鹿児島県で開催 

③両国の自治体・機関・企業相互の提案事項や連携事業を審議  

  ④両国企業のビジネス交流会開催 

  ⑤産業施設・企業の視察 

 ２．九韓ビジネス連携推進事業 (経済交流会議分科会)  

①IT、バイオ分野で、企業・グループ間のビジネス交流会を実施 

②交流会開催時期は未定 
③商談会開催 

④産業施設・企業の視察 

特記事項 

その他 

１．九州経済産業局が取り纏め、九州各県や経済・商工団体、企業が参加 

２．九州・韓国経済交流会議は、1993年度より開始(隔年で九州、韓国で開催) 

３．九韓ビジネス連携推進事業は、２００９年度から２０１１年度に実施した 

「九州・韓国南部広域経済連携モデル事業」を、より広域的な横展開を図る 

実施形態 

１．各事業の窓口機関(複数)と各々合意書を締結して実施 

２．参加企業・団体による費用負担有り 

３．「第１９回九州・韓国経済交流会議」は、韓国側機関として韓日経済協会が 

参画 

費
用
・
業
務
分
担 

    費   用 財団 機関 主 業 務 財団 機関 

(1) 旅費・交通費     

(2) 滞在費 

(3) 会場費 

(4) 通訳費 

(5) 資料作成費 

○ 

○ 

○  

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

(1) 企 画 

(2)参加者募集 

(3)運営指導 

(4) 会議・交流受入れ準備 

(5) 会議・商談会等参画 

 

 

 

〇 

 

○ 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

○ 

 Ｈ24年 

４月 

 

５月 

 

６月～９月 

 

１０月  

 

１１月～Ｈ25年３月 

主 

予 

定 

 

 

 

 

 

  

 

準備 
 

 

      随時 

 

 

 

・経済交流事業 

第 19 回経済交流会議 

（11/7-9、鹿児島） ・ビジネス連携 
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2012年度(平成２４年度)事業計画書 

事 業 名 
その他事業   
９．北陸(石川)・韓国産業交流事業                    

規  模 
１．第 1３回北陸・韓国経済交流会議 ２日、２００名 

２．石川県・大邱市 ITビジネス交流事業 ２日、各２日、各３０名 

予  算 直接事業費 ３，０００千円 事業管理費 ８５８千円 合計 ３，８５８千円 

事業内容 

北陸・韓国両地域間の貿易、投資及び産業技術分野における相互協力と地域間 

交流支援し、両国地域の経済連携や技術開発を促進することを目的として実施 

する以下の事業を支援する。 
１．「第 1３回北陸・韓国経済交流会議」の開催 

    ①両国政府・自治体・団体・企業関係者が参加 

   ②２０１２年１０月１７日～１８日、福井市で開催 

   ③両国の自治体・機関の実務者会議の開催 

④分野別(バイオ、食品、製薬関連等)分科会の開催 

   ⑤セミナー開催  

 ２．石川県(ISICO)・大邱市(DIP)ITビジネス交流事業 

  ①石川県企業と韓国大邱企業とで IT&コンテンツクラスター形成 

   ②ビジネス商談会開催(金沢市５月、大邱市９月開催)  

特記事項 

その他 

１.中部経済産業局が取り纏め、富山・石川・福井各県、経済・商工団体、企業等

が参加 (韓国側機関として韓日経済協会が参画) 

２．北陸・韓国経済交流会議は、2000年度より開始(隔年で北陸、韓国で開催) 

３．石川県(ISICO)・大邱市(DIP)ITビジネス交流事業は、北陸・韓国経済交流会 

議で決定され、２００３年度より毎年実施 

実施形態 

１．北陸・韓国経済交流会議は「北陸環日本海経済交流促進協議会」と覚書を締 

結して実施  

２．石川県(ISICO)・大邱市(DIP)ITビジネス交流事業は、(財)石川県産業創出支 

援機構(ISICO) と覚書を締結して実施  

３．参加企業・団体による費用負担有り  

費
用
・
業
務
分
担 

    費   用 財団 機関 主 業 務 財団 機関 

(1) 旅費・交通費     

(2) 滞在費 

(3) 会場費 

(4) 通訳費 

(5) 資料作成費 

○ 

○ 

○  

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

(1) 企 画 

(2) 参加者募集 

(3) 運営指導 

(4) 会議・交流受入れ準備 

(5) 会議・商談会等参画 

 

 

 

〇 

 

○ 

 

〇 

〇 

〇 

〇 

○ 

 Ｈ24年 

４月 

 

５月 

 

６月～９月 

 

１０月 

 

１１月～Ｈ25年３月 

主 

予 

定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・経済交流会議 

・石川県・大邱市ＩＴビジネス交流  第 13 回北陸・韓国経済交流会議 

（10/17-18、福井） 

） 
大邱 金沢 

準備 
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・グリーン成長産業セミナー関連 

随時 

・日韓企業連携調査 

 

2012年度(平成 24年度)事業計画書 

 

事 業 名 
その他事業 

１０．日韓グリーン産業交流事業 

規  模 ２０名参加、４日 

予  算 直接事業費８,９８０千円 事業管理費 １,７１３千円 合計１０,６９３千円 

事業内容 

(1)日韓両国が推進するグリーン成長産業 (太陽電池、蓄電池、LED など) に関わる 

部品素材関連から施工関連企業まで企業の交流を促進し、日韓相互の関連産業の 

レベルアップを図るためのセミナーを実施。 

(2)日韓の企業が連携して第三国へ進出する際の新規事業設立の可能性と方向性を探る

ため、既に進出している企業の実態を調査。 

 

対  象 韓国中堅・中小企業の経営者、専門技術者 

人  数 (1)２０名、１回  (2)随時調査 

期  間 (1)４日          (2)３～５日／回 

実施回数 (1)年１回     (2)年３～５回 

特記事項 グリーン産業セミナー及び関連展示会視察、企業訪問、日韓企業交流会 

セミナー 

プログラム 

講義（①日本および世界のグリーン産業の現状と動向  ②グリーン産業の生産 

システムと課題）、グリーン産業の事例研究としてモデル地区、事業場を見学 

し取組を習得する。 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 日 韓 主 業 務 日 韓 

 

  両国財団協議の上決定 

 

基本的な考え方: 

企業募集費用は派遣国負担 

 

 

○ ○ 

 

(1) 企画 

 (2) 講師・企業選定、依頼 

(3) 参加者募集・広報 

(4) 資料作成翻訳・印刷 

(5) 運営 

 

○ 

○ 

 

○ 

○ 

 

 

 

○ 

 

 

主 

予 

定 

Ｈ24年 
５月 

 
６月 

 
７月 

 
８月 

 
９月 

 
１０月 

 
１１月～１２月 

 
 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

    
 
 
 
  ■ 

 

広報・募集 

講師・訪問企業選定 

  実 施 
報告書作成 
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2012 年度(平成 24 年度)事業計画

事 業 名 

書 

その他事業 

１１．次世代理工系研究人材交流事業 SI         【共同事業】 

規  模 【韓国派遣】５名、４７日 

予  算 直接事業費６,３００千円 事業管理費１,８０６千円 合計８,１０６千円 

事業内容 
日本の理工系大学院生、企業研究者を韓国の公的研究機関へ派遣し、専門分野の

研究研修を支援する。 

対  象 日本の若手研究者（大学院の博士、修士課程在籍者、企業の研究者） 

人  数 【韓国派遣】５名 

期  間 【韓国派遣】４７日（2012/7～2012/9） 

実施回数 【韓国派遣】年１回 

研 修 

プログラム 

No 項  目 内   容 備  考 

1 導入教育 

・韓国での生活の最低限、サバイバル教

育を行う。事前に韓国語の必要テキス

トを配布し、勉強してから訪韓する。 

 

 2 研究活動 

・研究研修内容は受入研究機関と研究生

との間で事前に充分調整する。 

・期間６週間程度 

・終了時に簡単な 

報告書を提出  

付記事項：語学研修プログラムの具体化については、委託先と協議する。 

実施形態 

委託機関(日本では JISTEC、韓国では韓日財団)を通じ公的研究機関等に受入 

依頼予定。業務分担は下記の通りだが、韓国で発生した経費は韓日財団から 
直接 JKF へ請求される。 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 日 韓 主 業 務 日 韓 

 (1) 募集費 

 (2) 往復航空賃 

 (3) 国内滞在費・交通費 

 (4) 研究費 

 (5) 研究資料費 

 (6) 会場費 

 (7) 人件費・管理費等 

 (8) 報告書作成 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 作成 

 (2) 参加者募集 

 (3) 受入研究機関選定 

 (4) 現地説明会 

(5) 課外研修 

 (6) 受入及び世話 

 (7) 報告書作成 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

○ 

 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

主 

予 

定 

韓国派遣 
H24 年 

4 月 

 

5 月 

 

6 月 

 

7 月 

 

8 月 

 

9 月 

Summer 
Institute 

 

募集 

 

 

         

  

 

 

 

  

       

 

説明会 SI 研究研修 
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説明会 

2012 年度(平成 24 年度)事業計画

事 業 名 

書 

その他事業 

１２．次世代理工系研究人材交流事業 WI          【共同事業】 

規  模 【日本招聘】５名、４７日 

予  算 直接事業費７,０００千円 事業管理費２,０６１千円 合計９,０６１千円 

事業内容 
韓国の理工系大学院生、企業研究者を日本の公的研究機関へ招聘し、専門分野の

研究研修を支援する。 

対  象 韓国の若手研究者（大学院の博士、修士課程在籍者、企業の研究者） 

人  数 【日本招聘】５名 

期  間 【日本招聘】４７日（2013/1～2013/2） 

実施回数 【日本招聘】年１回 

研 修 

プログラム 

No 項  目 内   容 備  考 

1 導入教育 

・日本での生活の最低限、サバイバル教

育を行う。事前に日本語の必要テキス

トを配布し、勉強してから来日する。 

 

 2 研究活動 

・研究研修内容は受入研究機関と研究生

との間で事前に充分調整する。 

・期間６週間程度 

・終了時に簡単な 

報告書を提出  

付記事項：語学研修プログラムの具体化については、委託先と協議する。 

実施形態 

委託機関(日本では JISTEC、韓国では NRF)を通じ公的研究機関等に受入依頼 

予定。業務分担は下記の通りだが、韓国で発生した経費は NRF と JKF が分担 
する。 

費
用
・
業
務
分
担 

費  用 日 韓 主 業 務 日 韓 

 (1) 募集費 

 (2) 往復航空賃 

 (3) 国内滞在費・交通費 

 (4) 研究費 

 (5) 研究資料費 

 (6) 会場費 

 (7) 人件費・管理費等 

 (8) 報告書作成 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

 

 

 

 

 

 

 (1) ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ 作成 

 (2) 参加者募集 

 (3) 受入研究機関選定 

 (4) 現地説明会 

(5) 課外研修 

 (6) 受入及び世話 

 (7) 報告書作成 

○ 

 

○ 

○ 

○ 

○ 

○ 

 

○ 

 

○ 

 

 

 

主 

予 

定 

日本招聘 
H24 年 

7 月 

 

8 月 

 

9 月 

 

10 月 

 

11 月 

 

12 月 

H25 年 

1 月 

 

2 月 

Winter 
Institute 

     
 

   

 

 

 

WI 研究研修 募集 
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2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名 
その他事業 

１３．各種調査・研究事業 

予  算 直接事業費 １,４００千円 事業管理費 １,２６１千円 合計 ２,６６１千円 

事業内容 

韓国の日系企業で構成する韓国経営研究会（ソウルジャパンクラブ(SJC)加入 

企業による年間数回に亘る経営研究会）の実施・活動を支援。 

企業経営研究会、経営研究セミナー(６回予定)を開催。 

まとめを SJC 事務局に委託する。 

実施形態 SJC 事務局担当の民間企業に委託予定。 

主 予 定 上記実施形態の通り。 
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2012年度(平成 24年度)事業計画書 

事 業 名 
その他事業 

１４．財団ホ－ムペ－ジ整備 

予  算 直接事業費 ２,１２０千円 事業管理費 ４,０９５千円 合計 ６,２１５千円  

事業内容 
財団パンフレット(会社案内)の更新及び、既存のホームページの充実を図る 

べく、内容の更新と即時性をもたせ、財団事業の周知と PR を実施していく。 

対  象 日韓両国政府、関係団体及び財団関係先、マスコミ等 

特記事項 

 財団パンフレット(会社案内)の更新、既存のホームページの充実を図り、また 

ホームページへ掲載する際のスピードアップを図る。 

更新は毎月末毎に、また随時、新しい活動内容を情報開示していくと共に、 

基幹データを整理し、財団の実績及び成果事例、財団からの告示等をタイム 

リーに掲載していく。 

実施形態 財団が企画、作成し、一部を外注化する。 

主 予 定 上記特記事項の通り。 

 


